令和６年度老人福祉施設台帳作成要領
第１　作成上の留意事項
１　老人福祉施設台帳(以下「台帳」という)は、下記の対象施設ごとに､ 特に指定のあるものを除き、「令和６年４月１日現在」又は「令和５年度」における状況を記入してください。
・入力欄は、薄いピンク色を付けています。データが入力されると背景の色は消えます。

　なお、該当しない項目は、入力しないまま（色が付いたまま）で結構です。

・青い色の入力欄は、ドロップダウンリストから選択できるように設定しています。入力欄にカーソルを移動すると、入力欄の右端に[▼]が表示されます。この[▼]を押すとドロップダウンリストが出てきますので、該当するデータを選択してください。

・入力欄が足らない場合（例：役員が10名を超える場合）は、別紙ワークシート2に記入し　てください。
　※なお、入力欄の修正や書式の変更等はしないでください。
〈対象施設〉

　　・特別養護老人ホーム（ユニット型）
　　・特別養護老人ホーム（従来型）
　　・ケアハウス　

　　・軽費老人ホーム Ａ型
　　・養護老人ホーム
　　　

２　台帳は、ホームページからダウンロードしたファイルで作成し、同ファイル

　を添付して電子メールで提出してください。
　　
３　複数の施設を運営している場合、役員の構成や法人が行う事業等について、それぞれの施設ごとに台帳を作成してください。
第２　記入要領
	１　台帳番号
	空欄のままにしておく。

	
	

	２　施設種別

　　特定施設
３　施設名称（ふりがな）


	入力欄の右端の「▼」を押し、表示されたドロップダウンリストの中から選択する。
特定施設の有無等をドロップダウンリストの中から選択する。

　従来型とユニット型の特養を同一施設名で運営している場合、施設名称の後に、「○○苑（従来型）」又は「○○苑（ユニット型）」と記入する。

	
	

	４　法人設立年月
　　施設開設年月
	　現在の法人の設立年月、施設の事業開始年月をそれぞれ記入する。認可を要しない公立の施設については、「施設」欄のみに事業開始年月を記入する。

	
	

	５　法人所轄庁
	　法人の所轄庁をドロップダウンリストの中から選択する。
なお、社会福祉法が改正され、平成２５年度から、社会福祉法人の所轄庁が埼玉県から市へ変更された社会福祉法人があります。貴法人が権限移譲法人となっている場合は裏面の別表１にその状況をドロップダウンリストの中から選択する。

	
	

	６　設置主体名・経営主体名
	　設置主体の名称と経営主体の名称が同一の場合は、「経営主体名」欄には「同上」と記入する。

	
	

	７　法人所在地・施設所在地
　　施設メールアドレス（重要）
	　法人と施設の所在地が同一の場合は、「法人」欄にのみ記入し、「施設」欄には「同上」として電話番号のみ記入する。
　また、施設メールアドレスを必ず記入する（連絡のため必須）。


	８　理事長名・施設長名
	　理事長と施設長が兼務の場合は、「理事長名」欄に記入し、「施設長名」欄は、「同上」と記入する。

	
	

	９　入所定員・入所現員
１０　居室の状況
	　　特別養護老人ホーム（以下「特養」）は、従来型、ユニット型の区分に応じて、それぞれ定員・現員を記入する。　　　　　　　※空床短期、併設短期は除く。
特養以外の施設は、「計」欄のみに記入する。

　特養は、従来型、ユニット型の区分に応じて、居室状況ごとの
部屋数を記入する。※原則として併設短期の部屋は除く。


	１１　職員配置状況

（１）現員
	１１
（１）現員欄の「常勤」は、当該施設における勤務時間数が、当該施設において定められている「常勤の従業者が勤務すべき時間数（１週間に勤務すべき時間数が３２時間を下回る場合は３２時間とする。）」に達している者の実人員を記入する。現員欄の「非常勤」は、上記「常勤」以外の職員の実人員を記入する。なお、医師については、実人員を記入する。
　注）複数の職種を兼務している者については、主たる職種の欄にのみ員数を記載することとし、現員欄には複数計上をしないでください。ただし、常勤換算数欄については、兼務が認められる職種については両職種に計上し、兼務が認められない職種については、実際に従事している時間数に応じて、それぞれ該当する職種に常勤換算した数値を記載してください。　

	
	　　

	（２）常勤換算数

＊　勤務延時間数とは、時間外勤務時間数を除く実勤務時間数の総数である。 

	（２）常勤換算数欄には、当該施設の従業者の勤務延時間数を当該施設において常勤の従業者が勤務すべき時間数（１週間に勤務すべき時間数が３２時間を下回る場合は３２時間とする。）で除した数（少数点第２位を切り捨て）を記入する（上記「（１）現員」欄の合計ではないので注意すること。）。

	
	

	１２　職員の状況
（１）常勤職員の採用・退職

＊　常勤職員とは、上記1１（１）の「常勤」の定義と同じ。
　　以下についても同様である。
	１２

（１）令和４年度、令和５年度の採用者及び退職者について記入し、直接処遇職員（生活相談員、介護職員、看護職員及び機能訓練指導員）を（ ）内に再掲する。「うち定年退職者」欄は、退職者のうちの定年退職者を再掲する。　なお、法人内の施設間人事異動者数を「採用・退職者」数に加えてください。

	
	

	（２）施設長の状況

　　ア　年収
	（2）
ア　令和４年（令和４年1月から令和４年12月まで）及び令和５年（令和５年1月から令和５年12月まで）の施設長の給料、諸手当、賞与、役員としての報酬や兼務施設職員としての年間総支給額を記入する。
　　なお、施設長が年の途中で変わった場合、前任者と後任者の年収を合算する。

	　　イ　資格
	イ　施設長の資格の有無についてドロップダウンリストの中から選択する。　なお、次のいずれかに該当する場合は資格「有」となる。

	
	
	対　象
	資　　格　　要　　件
	

	
	
	老人福祉施設
	・社会福祉法第19条第１項各号のいずれかに該当　する者

・社会福祉事業に２年以上従事した者
・社会福祉施設長認定講習会を修了した者
	

	　　
　　ウ　施設長としての勤務年数
	ウ　当該施設の施設長として就任後、令和６年4月1日現在までの勤続年数を記入する。

	
	

	　　エ　兼務状況
	エ　施設長の兼務の有無について、ドロップダウンリストの中から選択する。
　　施設長が他の施設を兼務している場合は、同一敷地内該当の有無、主たる施設種別等をドロップダウンリストの中から選択する。

	
	

	（３）施設長を除く職員の状況

　　ア　常勤職員平均年収、
　　　（うち常勤介護職）
	(3)

ア　令和４年（令和４年1月から令和４年12月まで）及び令和５年（令和５年1月から令和５年12月まで）の常勤職員全員の給料、賞与、手当及び一時金を合算した年間総支給額を常勤職員数で除した金額(単位：千円未満四捨五入）を記入する。
　　勤務期間が１年間に満たない常勤職員については、総支給額を勤務月数で除し、その数値を１２倍し年収を推定する。また、そのうち常勤介護職員についても、同様に算出して記入する。

	
	

	　　イ　常勤職員の平均年齢、
　　平均勤続年数
　（うち常勤介護職）
	イ　平均年齢、平均勤続年数は令和６年４月１日現在の平均値を記入する。常勤介護職員についても同じく算出して記入する。（少数点第２位を四捨五入する。）


	　　ウ　介護職のうち介護福祉士の割合
	ウ　令和６年4月1日現在において常勤介護職員のうち介護福祉士の割合を記入する。

	
	



	（４）勤務体制等

　　ア　勤務体制　
	(4)
ア　次の区分の勤務体制の例により該当するものをドロップダウンリストの中から選択する。
［三交替制］
　　１日の24時間を日勤、準夜勤(16:00－0:00)、深夜勤(0:00－8:30) のような３組の勤務形態に分けて、各組ごとに交替しながら連続して勤務する勤務状態の場合
［二交替制］
　　１日の24時間を、日勤、準深夜勤(16:30－8:30)のような２組の勤務形態に分けて、各組ごとに交替しながら連続して勤務する勤務形態の場合

［宿直職員配置]
　　日勤(8:30－17:00)の勤務を終了した者が、引き続き翌朝の日勤始業時(17:00－8:30)まで宿直し、また、日勤の勤務につく勤務形態の場合

	
	

	　　イ　夜間勤務介護職員数
　　　　夜勤者の拘束時間
	イ　夜間に勤務している１勤務形態当たりの介護職員等の人員及び夜勤者の拘束時間を記入する（管理宿直者は含まない。）。


	　　ウ　介護職員の年次有給休暇の状況
	ウ　介護職員の年次有給休暇の状況

①　「平均付与日数」は、令和６年3月末日に在籍している全介護職員（非常勤を含む。）に令和５年度内に付与した有給休暇日数の１人当たりの平均日数を記入する（前年度の休暇繰越日数を加える）。なお、１年間の有給休暇期間が年度をまたいでいる場合は、その1年間に付与した有給休暇日数を基に算定してください。
②　「平均取得日数」は、上記の全介護職員が、１年間に取得した有給休暇の１人当たりの平均取得日数を記入する。
③　「取得率」は、上記の平均取得日数を平均保有日数で除して得た有給休暇の取得割合であるが自動的に算出される。

	　エ　介護職員処遇改善加算

	　エ　当該処遇改善加算について該当するものをドロップダウンリストの中から選択する。


	（５）非常勤職員の状況
	（５）非常勤職員とは、常勤職員以外の職員を非常勤職員とする。　平均年齢、平均勤続年数は、令和６年４月１日現在の平均値を記入する。（少数点第２位を四捨五入する。）

　　　非常勤職員の平均年収は、令和５年（令和５年1月から令和５年12月まで）における非常勤職員全員の給料、賞与、手当及び一時金を合算した年間総支給額を非常勤職員数で除した金額（単位：千円未満四捨五入）を記入する。勤務期間が１年間に満たない非常勤職員については、総支給額を勤務月数で除し、その数値を１２倍し、年収を推定する。

	
	

	１３　その他の介護保険事業
（１）短期入所生活介護、介護予防短期入所生活介護
	1３
（１）併設短期入所生活介護の指定の有無をドロップダウンリストから選択し、指定を受けている場合（併設短期）にそのベッド数を記入する。

　　また、令和５年度の併設短期入所生活介護事業利用者の１日平均利用者数を記入する（空床短期は含まない）。

　＊　１日平均利用者数は、令和５年度の入所者延数（入院中、外泊の利用者を除いた数とする。）を年度の営業日数で除して得た数とする。算定に当たっては、小数点第２位以下を切り上げる。

	
	

	（２）通所介護
	（２）併設通所介護の指定の有無をドロップダウンリストから選択し、利用定員（相当事業の利用者も含む）は、同時に指定通所介護の提供を受けることができる利用者の数の上限を記入する。

　　　生活相談員、介護職員及び看護職員の数は、「指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準」に基づき、当該事業を行う事業所ごとに配置している職員の現況を記入する。職員数は、常勤換算数とする。
 ＊　常勤換算については、「１１ 職員配置状況(２)」を参照

	
	　　また、令和５年度の併設通所介護事業利用者（旧介護予防・相当事業の利用者も含む）の１日平均利用者数を記入する。
※１日平均利用者数については、「14　その他の介護保険事業
　(1)の　＊１日平均利用者数」を参照


	（３）訪問介護、居宅介護支援
	（３）それぞれの有無をドロップダウンリストから選択し、利用者数はサービスを受けている実人員を記入する。

	
	

	１４　苦情解決体制
	１４　台帳の裏面にある別表２に記入する。

	
	

	1５　法人が行う事業
	１５　台帳の裏面にある別表３に記入する。

　定款に記載する事業について、当該施設の事業等を含めて、全て記入する。

【例】（法人本部が置かれている事業所に「本部あり」を選択してください。）

	
	

	
	
	法人本部
	事業・事業所名
	定 員
	開始年月日
	所在地
	

	
	
	本部あり
	(特　　養) ◯◯園
	80
	52.  4. 1
	△△ 市
	

	
	
	
	(保 育 所) ◯◯園
	50
	57.  4. 1
	◯◯ 町
	

	
	

	1６　役員の構成
	１６
 ① 当該法人の役員（理事長、理事、監事）の定数、理事会の開催
状況を記入する。

	
	② 「役職」「常勤・非常勤」欄には、役職名、常勤又は非常勤の別をドロップダウンリストの中から選択する。入力欄が足らない場合は、別紙ワークシート2に記入してください。
※なお、入力欄は修正等はしないでください。

	
	 ③ 「資格等」欄は、ドロップダウンリストの中から該当するものを選択する。


	
	 ④　「年収（報酬、諸手当含）」欄には、令和５年（令和５年1月から令和５年12月まで）における役員の報酬、諸手当、賞与及び施設職員（施設長等兼務含む）としての給料等の法人からの年間総支給額を記入する。

	
	 ⑤　「親族関係等」欄は、各役員について、親族その他特殊の関係がある場合に記入する。
 ⑥　当該法人の評議員の定数、評議員会の開催状況を記入する。

	
	

	１７　入所者の状況
（１）平均年齢・平均在所期間
	１７
　（１）令和６年４月１日現在の空床短期の利用者、短期入所者、通所介護サービス利用者を除いた入所者を記入する。

	
	

	（２）介護度別人数
	（２）令和６年４月１日現在の空床短期の利用者、短期入所者、通所介護サービス利用者を除いた入所者を記入する。

	
	

	（３）１日平均入所者数

	（３）令和５年度の1日平均入所者数（空床短期は含めるが、併設短期入所者及び通所介護サービス利用者は除く）を、「１４その他の介護保険事業（１）＊1日平均利用者数」を参照の上、算出する。


	（４）退所者の状況

	　（４）令和３年度～令和５年度中の退所者数（うち死亡者数）を記入する。



	
	

	（５）身体拘束の状況
	（５）令和５年度に身体拘束を実施した実績数を記入する。１人で複数の項目に該当する場合は、該当項目ごとにそれぞれ計上する。計欄は実人員数を記入する。したがって、各項目の合計と計欄は一致するとは限らない。

	（６）未実施減算対象となる
　　　事項の対応状況(6年度新規項目)

　
	（６）ドロップダウンリストの中から選択してください（着色部分のみ記載)。

	（７）保険外費用徴収状況
　　　※記載箇所は様式2列目一番下に移動
	（７）入所者等からの保険外費用徴収状況について、ドロップダウンリストの中から選択し、必要項目（徴収金額や内容等）を記入する。（令和６年４月１日現在）

	
	

	　　ア　日常生活費
	　ア　入所者等の希望によって、身の回り品として日常生活に必要　なものを施設が提供する場合に係る費用

	
	

	　　イ　その他費用徴収
	　イ　その他の費用を徴収している場合にその内容及び徴収額を記入する。


	１８　非常災害対策計画の策定状況
	１８
 　非常災害対策計画の策定状況について、ドロップダウンリストの 中から選択する。
　※「社会福祉施設等における非常災害対策計画の策定の手引（令和３年５月改定、埼玉県福祉部社会福祉課）」等に基づき計画を策定しているものをいう。
　 　また、「地域防災計画上の位置付け」及び「避難確保計画の提出状況」について、水防法第15条の３などを参考に、ドロップダウンリストの中から選択する。

	
	

	１９　非常災害訓練
	１９
　　　令和５年度に実施した消火訓練、避難訓練及び夜間（想定）訓練の回数を記入する。夜間（想定）訓練欄については、避難訓練のうち該当回数を再掲する。

	
	

	２０　非常用食料等の備蓄
	２０
　令和６年４月１日現在の非常用食料、飲料水、常備薬の備蓄量をそれぞれ記入する。

	
	

	２１　入所者に係る会議
	２１
　入所検討委員会、サービス担当者会議について、令和５年度の開催の有無等をドロップダウンリストの中から選択し、それぞれの開催回数を記入する。




	２２　医療体制
	2２
　令和６年４月１日現在の協力医療機関、協力歯科医療機関との契約の有無について、ドロップダウンリストの中から選択する。
　嘱託医の専門科目名、勤務状況（勤務日、１回あたりの時間）について、勤務日数の多い医師から２名を記入する。

	
	

	２３　施設経営における積極的取組

	2３
　施設経営における積極的取組について、各項目ごとに該当の有無等をドロップダウンリストの中から選択し、必要項目を記入する。


	
	

	（１）地域における広域的な取組
（２）能力・資格に応じた職位・賃金体系
（３）生産性向上の取組（6年度新規追加項目）


	（１）社会福祉法（第２４条第２項）に基づく公益的な取組をいう。改正社会福祉法に基づく、いわゆる「社会福祉充実計画（法第５５条の２）」にかかる事業は含まない。
   　なお、「有」の場合、台帳の裏面にある別表４に記入する。
（２）ドロップダウンリストから選択
（３）自由記載（加算関連項目ですが、何も
　　なければ空欄でも可）
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